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社団法人日本工学アカデミーの最高意志決定

機関は社員全員で構成される総会である。その

第３Ⅲ通常総会が、当日出席65名、委任状提出

357名の出席会員参加の下に、５月2311束京虎ノ

門パストラルで開催され、滞り無く終了した。

当ＦＩは、議長に選出された永野会長から、冒

頭過去１年間における会を巡る諸情勢および会

の活動についての会長所感、次いで2000年度運

営方針等を含むご挨拶があり、順次以下の議題

が審議された。(別掲記事参照）

議題11999年度事業報告及び収支決算

桜井専務理事から、会全般の事業概要報告、

さらに要旨別掲の会計報告がなされ、監事によ

る適正との監査報告が付随し、原案通り承認さ

れた。本項詳細は近日発行の年報に記載予定。

議題22000年度事業計画及び予算

3回通常総会
．ＤｌＩｐ１１１１％Ｉ雇刃丙Ｐ

得|Ⅱ 与和／To〃oKAzUToKUDA

引き続き、本誌記載の新年度事業計画、予算

につき説明・提案があり、原案通り承認された。

議題３役員改選

定款の定める通り、役員任期は２年であるの

で、節目の本通常総会で全役員の改選が諮られ

た。審議の末、別掲の理事31名、および監事と

して杉浦、城水の２氏が選出された。

継続して新役員による理事会が開催され、互

選により永野会長、および青山理事を新たに加

えた中原、西津、山路の４副会長、さらに得円

新専務理事が選出された。

また、今回理事を退任された堀前副会長につ

いて、前例に則り顧問に委嘱したいと提案され

承認を'受け、まとめて出席者に紹介された。

以後新体制の下で、例年通りの各委員会・専

門部会報告があり、懇親会を経て終了した。



会長を拝命して２年になりますが、この間副

会長、理事の方々をはじめ、会員の皆様方から

一方ならぬ御支援をいただき、ありがとうござ

いました。

昨年来ＪＣＯの臨界事故、ロケットの打ち上

げ失敗、ＪＲトンネルにおけるコンクリート落

下事故、更に、年度末には地下鉄の脱線が衝突

を誘い、死亡者まで出るという、現代社会のも

つ技術的なリスクを実感する事故が相次ぎまし

た。これについて私の考えを纏め、安全問題に

関する所感として本年２月発行のEAJNewsに

発表しましたが、内容につきましては、顧問、

副会長はじめ多数の会員の方々のお知恵を拝借

しました。ここに厚く御礼申し上げます。

我々技術者は、そうした安全確保に努める社

会的責任があり、日本工学アカデミーとしても、

今後この方向での活動を強化すべきと考えてお

ります。

昨年度の日本工学アカデミーの活動として特

筆すべきことは、二つあると存じます。その一

つは、会の活動の拡大と共にその費用が当年度

の収入で賄えなくなってきたことです。活動の

活発化は望ましいことではありますが、収入を

上回るレベルの支出を継続することはできませ

ん。そのためには、収入の増加をはかることは

もとより、実施する事業の優先度の決定と、そ

れに応じた予算管理が欠かせません。そこで、

そのシステム作りを企画委員会にお願いしまし

たところ、実行可能な成案を提示いただき、本

2000年度より一部実行、明2001年度より全面実

行のレールを敷くことができました。企画委員

長をお受け下さいました西津副会長初め、企画

委員の皆様方に厚くお礼申し上げます。

もう一つの特筆すべきことは、内外のいろい

ろな組織との協力事業が本格化してきたことで

ございます。これは只今申し上げました、収入

の実質的な増加をはかる努力の一環でもござい

ます。

第３回通常総会における会長挨拶
■■画画nZg回転■Ⅵ

1999年度の最後の大型事業となった第５同国

際シンポジウム、INFO-21「２１世紀の情報環境

と国際協ﾉJ」では、Ｆ|本学術振興会先端技術

と国際環境第149委員会に加えて、岡際連合大

学高等研究所との３者共催が実現いたしまし

た。また、現在準備中のＨ米先端工学シンポジ

ウムでは政府予算をいただくこともできて、米

国工学アカデミーと科学技術振興事業団との３

者共催になりました。これは社Ｍ法人化のメリ

ットとして、可能になったものでございます。

これら二つの事業は、共に名前だけの共催で

はなく、その企画、資金、運営総ての面での共

催として協力している点は、強調したいと存じ

ます。

もともとこの両事業は、全額自己資金で、合

わせて3000万乃至4000万円程度を覚悟し、この

支出でアカデミーの余裕金が殆ど枯渇すると予

想しておりました。それが、只今申し上げまし

たような事情で､会の外からの資金が導入でき、

当初覚悟していた支出の２割程度で済むことに

なりました。企画委員会では運営の基本を審議

し、その結果を理事会で承認、2000年度、２００１

年度に分けて新システムを実施する時間が十分

にとれることになりました。

このような展開を可能にしていただいた岡村

名誉会長、猪瀬顧問、川'11奇前政策委員長はじめ

関係の皆様に、あらためて厚く御礼11Ｉし上げま

す。
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(地‘位：円）
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貸 借対照表
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科 目

Ｉ資産の部

１ 流 動 資産

現金及び預金

未収入金

流動資産合計

２固定資 産

1）無形固定資産

電話加入権

2）投資その他の資産

保証金

退職金 積 立 預 金

固定資産合計

資産合計

Ⅱ負債の部

１流動資産

預り金

前受金

流動負債合計

２固定負債

退職給与引当金

固定負債合計

負債合計

Ⅲ正 味 財 産の部

正味財産

(うち当期正味財産減少額）

負債及び正味財産合計

金 額

69,831,230

850,000

74,984

400,000

4,141,047

235,387

1,700,000

4,133,039

０
１
３
３
２
０

７

９

１
６
８
１
６
６４

７
０７

1,935,387

4.133.039

75,297,261

6,068,426

69,228,835

(7,914,629）

75,297,261



収支計算書

1999年４月１日から2000年３月３１日まで

科目

Ｉ収入の部

１会費収入

個人会員会費収入

賛助会員会費収人

２雑収入（利息）

当 期収入（A）

前期繰越収支差額

収入合計（B）

Ⅱ支Hliの部

１事業費

委員会、専門部会活動費

国際活動費

国際シンポジウム準備費

広報出版費

講演会費

地区活動費

事務局費用

２管理費

総会、理事会費

会員選考関係費

企画委員会関係費

管理事務費

当期支出合計（C）

当期収支差額（A)-(C）

次期繰越収支差額(B)-(C）
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予算額

72,850,000

48,450,000

24,400,000

500,000

73,350,000

76,662,671

150,012,672

18,700,000

8,070,000

10,000,000

6,000,000

1,000,000

2,700,000

25,630,000

4,000,000

1,100,000

1,000,000

21.370.000

99,570,000

-26,220,000

50,442,671

決算額

72,100,000

47,900,000

24,200,000

123,956

72,223,956

76,662,671

148,886,627

10,610,155

5,106,109

1,573,830

4,674,312

3,067,179

1,589,044

25,492,597

４’404,834

896,318

695,422

22.030.984

80,140,784

-7,916,828

68,745,843

(単'位：円）
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２０００年度事業計画

日本工学アカデミーは工学及び科学技術全般

の発展に寄与するための各種事業を実施する組

織である。当面の事業計i1hiのあり方については、

企画委員会において、昨年度前半には主として

事業の優先度、後半では予算編成の方法につい

て検討し、その結論が理事会で承認された。事

業優先度については、日本工学アカデミーが目

的とするもののうち、国家や社会にとって必要

であるが日本工学アカデミー以外にその活動を

行うことができる組織がなかったり、また、あ

っても十分に活動できないものに重点をおくべ

きであることが再確認された。その意味で、工

学アカデミーが1987年に設厳された際の主たる

目的が、わが国には学界、産業界の英知を統合

して、個々の学術分野や業界を超越して全般的

な問題について総合的な発言のできる組織がな

かったこと、及び適当な交流の受けⅢとなる組

織を求める米国等の外刷工学アカデミーからの

アプローチであったことなどから、｜玉|際交流活

動、全般的な国の科学技術政策についての民間

としての発言、新しい技術であるため有力な発

言者の少ない情報関係などへの提言等に、事業

計i1lJiの大部分を割くこととした。

また、予算編成方針については、本年度より

方法を若干変更し、事業計'''１iの詳細が決定した

ものと、その概要の決定に止まるものについて

予算上の取り扱いを|ﾒ別したため、この事業計

画では詳細が決定したものを中心に説明するこ

ととする。

１．本2000年度は、国際活動についての一つ

の転換期を迎えることとなる。先ず第１

には、加盟しているCAETSが、加入アカ

デミーがここ数年急増したため、基本的な

ミッションも含め、その活動、運営方法の

見直しを迫られており、本年秋には成案を

得て、新体制に移行する予定である。各メ

ンバーアカデミーからの意兄は多種多様

で、現時点で結論を推測することは不可能

であるが、この検討の結論を'-1本工学ア

カデミーが世界の工学アカデミーのI-l-lで積

極的に建設 的 な 役 割 を 果 た し 、 かつ

ＣＡＥＴＳを通じての閏|際ネットワークを国

内活動に有効に反映することを競低のコス

２．

３．

トで実現するような方向に導くように努力

することとする。また、３年前に日本工学

アカデミーの提唱で、大阪の第１回会議で

スタートした日中韓３国工学アカデミー円

卓会議は、第２回が中国(杭州)、第３同が

韓国（ソウル）で開催され、３国間の交流

の場として根付いてきたが、本年度は２巡

目のＨ本の順となり、第３回会議での３ア

カデミー間の合意に基づき、３国に共通の

問題についての合同ＷＧのようなものの

実施を検討することとなっている。

1999年度末に、日本学術振興会先端技術

と国際環境第149委員会、国際連合大学高

等研究所との３者共催で開催した第５同国

際シンポジウム“INFO-21'，「２１世紀の情

報環境と国際協力一情報化社会の実現に向

けて－」（InformationEnvironmentand

lntemationalCooperationfOrthe21stCentury‐

RealizingaGlobalInfOrmationSociety）は、

盛会裡に終了、本年度中には会議の内容を

すべて記録したプロシーディングスを印刷

配布することとなっている。（プロシーディ

ングスの作成、配布は、共催者l-l-I，Ｈ本｣：

学アカデミーの担当となっている）

また本年度５月には、世界の科学アカデ

ミーの緩い結合体である国際問題について

のインターアカデミーパネルが、“２１世紀

における持続性への転換”をテーマと

して、世界科学アカデミー会議(略称IＡＰ‐

2000）を開催することとなり、このパネル

に日本の科学アカデミー相当組織として参

加している日本学術会議がホストとなっ

て、東京で開催されることになっている。

本会議には、主催者よりの招請と学術会

議からの要請があり、参加協力することに

なっている。

1998年度より準備作業を開始した米国工

学アカデミーとの共同事業、若手技術者の

日米間及び産学問交流のためのFrontiersof

Engineeringについては、政府予算も確保さ

れ、米国工学アカデミー・科学技術振興事

業団との共催の形式で、第１同シンポジウ

ムを１１月１日～４日に奈良県新公会堂(能

楽ホール)で開催する予定である。この企

画と開催により、将来のわが国の技術のり

EAJNEWSNo,742000.65
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－グーとしてI隅されている若手の技術者

と、日本工学アカデミーとの関係が強化さ

れることも期待されている。また、この会

議には、中国及び韓国から若干名のオブザ

ーバーの参加が予定されており、第２回よ

り日米両閏から枠を広げて行くことで、米

国側と合意している。

各委員会・専門部会はほぼ例年通りの調

査研究を実施し、その成果を報告会、報告

書、また関係先に向けての意見害、提言害

等で発表する予定であるが、本年度につい

ては、前年度中にその作業をほぼ完了し、

最終報告書を作成予定のもの２件(｢情報資

産．マルチメディア検討」ＷＧ、「情報技

術研究開発体制」ＷＧ、共に情報専門部会）

に加えて、８つのグループの活動が継続さ

れると共に、少なくとも２つのグループの

活動が開始されることになっている。政策

委員会の小委員会として、前年度に国立試

験研究機関の独立行政法人化について意見

害を作成提出した「国の試験研究機関等小

委員会」を改組した｜国立大学独立法人化

問題小委員会｣、科学技術基本計画作成の

ための「企画構想力小委員会」が作業を継

続し、「産学共|,1研究のための予算法制度

について｣のＷＧが新たに活動を開始する。

専門部会関係では、情報専門部会の「学

術情報データベースの知的財産権保護」Ｗ

Ｇが、学術、研究データベースの構築と利

用の活性化の面から、知的財産権について

検討を、「安全工学関連」ＷＧがコンピュ

ータの使用を前提としたプラントの安全性

実現のための訓査と検討を、また、情報分

野における「企業技術開発力評価法」ＷＧ

は、代表的企業が実際に用いている評価方

法と課題について調査し、可能性を検討、

EAINEWSNo,742000.66

報告書にまとめる。また新規に、教育、技

術開発、標準化、社会制度等種々の観点か

らアーキテクトの養成方法について検討を

行う「情報技術(IT）アーキテクトの養成」

ＷＧを発足させる。

更に材料専門部会では、界面科学の国際

動向調査、材料科学の研究開発についての

提言書作成等を予定している。また、地球

環境専門部会では、前期に引き続き、「集

合住宅のライフサイクル価値の実現」ＷＧ

の活動、エネルギー専門部会では、「運輸

エネルギー」ＷＧの活動を予定している。

以上の他、情報専門部会では更に追加の

二つのＷＧを考慮しているが、計画が具体

化していないので予算化は見送り、必要な

場合は予備費を充当することとした。

この他に首都圏外在住の会員及び関係者を対

象として、東北・北海道、中部、関西、九州．

近隣地区の４地区で講演会等の事業を企画実施

する。

本年度より各委員会、専門部会等が企画して

いた公開または全会員向けの講演会、懇談会、

討論会等は、全アカデミーとして合計101刺程度

開催の予定である。

広報出版関係では、昨年度までは、広報委員

会分と各委員会専門部会分とに分割されていた

予算を一元化し、すべての出版物を一括して取

り扱うこととした。Information、全会員向けま

たはこれに準ずる出版物を10件程度予定し、隔

月刊EAJニュース、同英文Summary、年報、隔

年発行の名簿等も従来通り刊行すると共に、イ

ンターネットホームページを隔月改訂、必要に

応じて内容の拡充をはかる予定である。

会の運営に必要な定例的な行事としての通常

総会、通常理事会、企画委員会、会員選考委員

会、広報委員会等は、例年通り開催する。

毎画賢

＝、
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(単位：千円）
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収 支予算害
2000年４月１日から2001年３月３１日まで

、
ノ
ー
ー
ー
ー

１
２
３
４
５

総会、各委員会。（W1l部会及び地区に割り振っていた印刷費を広報出版費としてまとめた。
各委員会・専門部会主催の談話サロン及び講演会関･係も、講演会費として一本にまとめた｡
予突の飛雛を防ぐため、確定していない計画は、予備費としてまとめた。
委員会会合以外の費川はlfI際活動費に一括した。
倒際シンポジウム準備費（2000年度分も含む）
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科 目

Ｉ収入の部

１ 会 費 収入

個人会費

賛助会費

会費収入合計

２その他の収入

雑収入(利息）

当期収入 （A）

前期繰越収支差額

収入合計（B）

Ⅱ支11Nの部

１事業費

政策

国際

広報

委員会費合計

材．料

惜報

バイオ

地球環境

エネルギー

専門部会費合計

国際活動費

インフォメーション等

ニュ ース

その他

インターネット

広報出版費合計

講演会費

地Ⅸ活動費

国際シンポジウム費

予術費

事務局費川

２管理賀

総会費

即事会費

企画委員会関係費

会員選考関係費

管理事務費

当 期 支出合計（c）

当期収支差額（A)－(C）

次期繰越収支差額（B)－(C）

予算額

46,650

26,400

73,050

100

73,150

68.746

141,896

1,000

400

1>'２）

4）

３５０１>’２）

1.750

６６０１)，２)，３）

１，６９０１)，２)，３）
１００１)，２)，３）

300
1)“２）

２００１)，２）

2,950

5,000

7,500

1,300

1,300

1.300

1１．４００

l）

1）

３，１５０

１，２００

５，０００

1,500

25,299

１，８００

２，０００

７００

900

21.701

84,350

11,200

57.546

前年度予算額

48,450

24,400

72,850

500

73,350

76,663

150,013

1,900

2,900

広報出版費に含む

4,800

2,300

5,000

2,300

3,400

９００

13.900

8,070

6,000

5）

１，０００

2,700

10,000

0

25,630

２，０００

２，０００

1,000

1,100

21.370

99,570

-26,220

５０，４４３



＊専務理事
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長
長
長
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事
事
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事
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事
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事
事
事
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云
今
云
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副
副
副
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理
理
理
理
理
理
理
理
理
理
理
理
理
理
理
理
理
理
理
理
理
理
理
理
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＊
＊
＊
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＊

永野健（三菱マテリアル㈱相談役）

西津潤一（岩手県立大学学長）

'－１－１原恒雄（住友電気工業㈱特別技術顧問）

山路敬三（'二1本テトラパック㈱取締役会長）

青山博之（東京大学名誉教授）

井口泰孝（東北大学未来科学技術共同研究ｾﾝﾀｰ副ｾﾝﾀｰ長）

伊藤単（拓殖大学工学部教授）

井上恵太（㈱コンポン研究所取締役副所長）

牛島和夫（九州大学大学院ｼｽﾃﾑ情報科学研究科長｡教授）

及川洪（産業技術短期大学学長）

小野田武（三菱化学㈱顧問）

柏木寛（慶雁義塾大学理工学部非常勤講師）

加藤邦紘（日本電信電話㈱取締役･ｻｲﾊ゙ ｺーﾐｭﾆｹー ｼｮﾝ総合研究所所長）

加藤洋治（東洋大学工学部教授）

神山新一（秋田県立大学システム科学技術学部学部長）

茅陽一（東京大学名誉教授）

菊地幸司（原子燃料工業㈱代表取締役社長）

岸輝雄（工業技術院産業技術融合領域研究所所長）

国武豊喜（北九州大学教授）

坂公恭（名古屋大学工学研究科教授）

佐藤毒芳（中央大学理工学部教授）

柴田碧（日本大学生産工学研究科教授）

鈴木浩（三菱電機㈱電力ｼｽﾃﾑｴﾝｼ゙ ﾆｱﾘﾝｸ゙ ｾﾝﾀー ｾﾝﾀー 長）

左右田健次（関西大学Ｆに学部教授）

武田寿一（㈱大林組顧問）

苗村憲司（慶雁義熟大学環境情報学部教授）

中川博次（立命館大学工学部教授）

村田朋美（北九州大学国際環境工学部設置準備室教授）

柳田博明（(財)ﾌｧｲﾝｾﾗﾐｯｸｽｾﾝﾀー 専務理事･試験研究所所長）

山田敏之（(学)ソニー学園理事長代行）

得田与和（(財)Ｈ産科学振興財団顧問）

以上理事31名

城水元次郎（富士通㈱顧問）

杉浦賢（機械振興協会副会長）監事２名

戸■葛

錬電識

２０００年度社団法人日本工学アカデミー役員

2000年５月23日

＊監事

監事

＊は新任

EAJNEwsNo､742000.68
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こもったプレゼンテーションがなされたが、企

iIl1i委員会から、会員の志ともいうべき本アカデ

ミーの使命あるいは行動理念をまとめつつあ

る、とのトピックス紹介があった。

特別講演会

プログラム

が

委員会関係

会員選考委員会

企画委員会

政策委員会

国際委員会

広報委員会

１

前委員長

委員長

委員長

前委員長

前委員長

幸夫

潤一

寛

恒雄

利彦

堀

西津

柏木

中原

大田炉

専門部会関係

材料専門部会

情報専門部会

バイオ専門部会

地球環境専門部会

エネルギー専門部会

２

部会長

部会長

委員

部会長

部会長

依田直也

青木利晴

左右田健次

山路敬三

笛木和雄

品
ｒ
‐
刃
い
り
叩
ｆ
砿
Ｐ
ｆ
Ⅱ
ｒ

3．事務局報告 前専務理事桜井宏

以ｌ･ａ

各委員会。専門部会報告

通常総会における審議終了後、折角の機会を

とらえ、アカデミー内に設置されている各委員

会・専門部会の責任者から、９９年度の活動状況

および新年度の計画について報告があった。

各セクションから、短い時間を工夫され熱の

例ｈ〃

.m,

本アカデミーの最大の定例イベントである年

次通常総会を記念して、例年総会終了後、斯界

の権威者を招いて特別講演をお願いしている。

今年は、富士通株式会社名誉会長の山本卓真

氏をお招きし、「日米の科学技術政策｣との演題

でご講減いただいた。

山本名誉会長は本年74才、当アカデミーの会

員でもあられるので、冒頭永野会長から講師に

ついて和気あふれる紹介があった。山本名誉会

長は、ご専門の通信情報関連のとりまとめのほ

か、行政改革、教育問題にも幅広く関心をもた

れ活動されておられる。

当Ｈのご講演記録は、別途整理して会員全員

に配布の予定であるが、要旨を以下に速報とし

てお届けしたい。

!y叫ぶ繊附;'W鰯腎諭聯ｙ：

１
１
０
１
ｉ
ｌ
‐

０
１
凸
タ
＃
１
打

ご晒易坂p"E"、r釘凸三男漣TRJ覧弓1零預吊凧２３弾7氏腐りﾏｈｈＴ壷石弓

｢‘

mJF
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山本卓員会員

卿蝋、
ｺル

鰯i蝿職IMI

「Ｈ米の科学技術政策」山本富士通名誉会長

ｌ全般

日本の科学技術のレベルは、国際的にみて血、



何なる水準にあるのか。最近公表されたスイス

の調査機関(ＩＭＤ)の世界競争力比較によると、

総合17位の日本は、特許件数、研究開発費、研

究者数等ではトップレベルであるが、成果の有

効利用、研究環境といった項目では低い。現状

はともかく将来が大いに憂慮されるといえる。

身近な半導体生産を例にとれば、日本は80年

代に世界トップに躍りでたが、今ではインテル

の圧倒的優位をみるごとく凋落が著しい。

わが国における、先端科学技術開発について

の長期戦略性欠如が最大の理由としてあげられ

ようが、バックアップすべき政府の科学技術予

算措置について柔軟性、一貫性を欠いているの

も大きな要因と指摘できる。

２日米の科学技術政策について

大統領府のホームページを見れば一目瞭然で

ある。米国の科学技術についての取り組みは、

典型例の国家科学技術会議(ＮＳＴＣ)をみると、

大統領の統率の下に各関連省庁のトップがしっ

かりと組み込まれている。しかも実業界からの

意見も緊密に反映できる仕組みになっている。

これに対しわが国では、なるほど科学技術基

本法制定以来、それなりの組織・仕組みが形を

なしてきつつあるが、依然「おれは聞いていな

いシンドローム」は払拭できていない。相変わ

らずの省益代表のすり合わせなしとしない。

ふたたび情報技術を例にとりＩＴ２や国家ナ

懇親会

総会終了後の恒例の懇親会は、１月開催の新

年賀詞交換会同様、会員相互の情報交換・親睦

の場として定着してきている。

鍵

鱗
蕊

嚇.し

溌職職畷職燃｜腿…
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ノテクノロジー計画の推移をみると、米国では

本来容易に比較できない開発項L|でも、確固た

る大目標のもとで大胆に優先付けし国家を挙げ

て開発遡進、経過を厳しく評価し計画変更も辞

さないとの方式を採っている。今後の日本にお

いて何よりも必要なのは、このような責任感、

緊張感溢れる政策提言と大胆な実行であろう。

３まとめ

今隆盛を極めているインターネットについ

て、「1995年には超新星のごとく雲散霧消する」

と堂々と広言したのは、誰あるうかの高名なメ

ットカーフである。彼ですらその後の半導体の

踊進や光通信のコスト低減等の技術変化が読め

なかったのである。悲観することはない。日本

も科学技術力がさほど劣っているわけではな

く、事実しっかりとフォローしている。ただ日

本は二番手でよい、などと決して安住してはな

らない。その覚悟の上に、将来の科学技術につ

いての総合戦略の重要性を再度強調しておこ

う。

鍛後に私兄ながら、我々が心すべき要諦とし

て、①軍事技術の適正評価、②あくなき工夫の

積み重ね、③日本らしさの尊重、④足の引っ張

り合い脱却、等の行動様式をあげたい◎また将

来の要重視分野として、ＩＴ、バイオ、環境に

加えエネルギー問題もぜひ強調しておきたい。

今回も、永野会長のご挨拶を受け、岡村名誉

会長のご発声で乾杯し、特別講演の山本富士通

㈱名誉会長も交え、和やかに歓談できた。

翼
皿

4１

『

▲岡村.名誉会長

一旬、

"胃、
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社団法人日本工学アカデミー賛助会員名簿

(入会順）

声
‐
畦

10.株式会社日立製作所

11.三菱電;機株式会社

12.国際電信電話株式会社

13.東日本旅客鉄道株式会社

14.日本電信電話株式会社

15.株式会社東芝

16.日本アエロジル株式会社

17.三菱マテリアル株式会社

18.NTTデータ株式会社

以上

賛助会員名０
．

Ｎ
１ 日本電気株式会社

２．'住友電気工業株式会社

3．富士通株式会社

トヨタ自動車株式会社４

5.大成建設株式会社

6.鹿島建設株式会社

7・ソニー株式会社

8.西松建設株式会社

9．三菱重工業株式会社 18社

＝ ■ ■ 画 昭 回 ロ ロ 画 回 、

Zr'ＯＺ４ｊＶＯＭ〔/RＡ野村東大／

第１１５回談話サロン「日本企業における技術倫理： からの視点」フィールド

〆刃

ｋ

となゐＣｌ二|本人には、ＳｃｏｔｔＣｌａ｢k氏

時にはこれが「我がまま」や「子供っぽい｣、

さらには非情な行為にも見える。

この認識の違いは、例えば、日本では内部告

発すると、組織が悪いことをしていても、告発

者は人格的なダメージを受けるが、アメリカで

は悪をあばいたヒーローとなることにも現れて

いる。

ところで同氏は、日本人の倫理的判断や決定

に影響を与える要素として、２５の要素を示され

たが、特に、関係の間隔（Geographyof

relations)、グローバル化、自己意識、お客様、

グループ・個人、自然、責任、容認

(Acceptance）などを取り上げて解説された。

例えば、自己意識では、Ｆ１本人は自分と周り

の境界線が薄く、自己は周りの状況により変わ

るが、アメリカ人は自己を自立した価値として

考えて周囲とは境界線が明確である。「'二|本人

EAJNEWSNo,742000.61]Ｉ

人の原理原則であり、

これは人間関係や周囲

の複雑な関係に優先し

ていることが前提とな

っている。したがって、

時にはこの複雑な関係、

特に人間関係を断ち切

ることが、原理原則を

守るために必要な行動

となる。日本人には、

金沢工業大学に招鴫教授として９か月間在Ｈ

中のアメリカ、ローズハルマンエ科大学準教授

スコット・クラーク（ScottClark）氏が、上記

表題で研究報告をされた。

報告は、同氏が文化人類学の立場から'１本を

代表する３大企業及び数例の中小企業の社員に

インタビューし、その結果、気付かれたことを

まとめたものである。主に企業における物事の

価値判断や進め方や決定の仕方について、Ｈ米

の差異を示された。

同氏の結論は「日本の技術倫理は肯定的な関

係（PositiveRelations）を築き維持することに

基礎をおいている。そのような倫理システムの

前提は、アメリカの技術倫理システムと本質的

に異なっている。現在のところ、日米両国のエ

ンジニアが共に働くとき、同僚の倫理システム

を理解することが重要である」と言うことにな

る。

具体的に言うと、Ｒ本の倫理システムは、人

間関係や社会環境との関係など周辺との複雑な

関係を壊さないため、ないしは良くするために

ある。したがって、時には原理･原則（例えば

建前）が周闘の事情により変わることがある。

アメリカ人からみると、これは、自立した自己

倫理観の薄い人間にも見え、時には「まやかし」

や「ずるさ」にも見える。

一方、アメリカの倫理システムは、倫理は各



:Ⅲ

近の企業リストラに伴う組織と雇用員の関係悪

化が、旧来の'二|本人の倫理観を変える可能性が

あること、情報グローバリゼーションの時代に

は、かつては互いに没交渉でいられた国々も関

係が密となり、相互の文化の調整をすることの

難しさとともに、相互に理解できる新たな土壌

の育成が必要なこと、などなどを語られた、

言ｎＩＥｒ，ＤＵＶロハ■『~〃、ﾊﾛ
ｰｐｕｒ込虫ｒｎｐＶ－Ｒｐ１－ｌＬジロⅧい’

■■

＝ニーー凸竺二一一一一－二－一ムーーー一=画②毎－房写ら←弓哨〆～Ｆ－－戸～一～ニーェ一年＝＝－一一一一一一画』一I,
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●協賛のお知らせ

第４回エコバランス国際会議

「持続可能な新世紀における

意思決定と実践のための方法」

開催日時：2000年10月31日（火）

－１１月２日（木）

場所：つくば国際会議場(エポカルつくば）

主催：(社)未踏科学技術協会、（社)環境情

報科学センター、（社)農林水産技術

情報協会、（社)産業環境管理協会

主管：エコマテリアル研究会、ＬＣＡ日本フ

ォーラム、日本LCA研究会

間合先：エコバランス国際会議事務局

（社)未踏科学技術協会担当：末次

電話：03-3503-4681Ｆａｘ：03-3597-0535

E-mail：mitoh＠snet､sntt,or.』ｐ

http://www､sntt､or・jp/ecobalance／
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窪田雅男会員

元工業技術院院長

2000年５月１日逝去
碑画笥ｈ

享年8３

大饗茂会員

筑波大学名誉教授

2000年５月３日逝去 享年8０

谷口修会員

東京工業大学名誉教授

2000年５月１４日逝去享年8８

SigvardTomner客員会員

1999年４月20日逝去
"画室、

●2000年度(平成12年度)会費お払込のお願い

去る５月23Ｈ、第３回通常総会もお陰様で無

事終了致しました。

つきましては、2000年度分会費を７月末H迄

にお払込頂きたく、ここにお願い叩し上げます。

尚、請求書は別便にて既にお手元にお届け申

し上げております。

謹んで御冥福をお祈り申し上げます。

'1治体、住民の緊密な連携の下に、

Iまウエット、アメリカ人はドライ」と言われる

のも自己意識の差である。また、容認に関して

は、日本人は容認の幅が大きく、ひとたび「し

かたがない」となると自己主張をやめて、もは

や議論はそこで終わることが多い、などなどが

語られた。

なお、多くの質問に対して、日本の倫理観が

関係性から生まれてくるとすると、例えば、最
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◆事務局夏季休業のお知らせ

来る８月１４日（月）、１５日（火）を、事務局夏季

休業と致します。どうぞ宜しくお願い'1Jし上げ

ます。
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ロであったのは幸いでした｡

編集後記“
冊
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有珠山噴火は火I｣|国日本をあらためて

いしらせてくれましたが、観測体制～地元

しましたが、事務局も緊密な連携を目

災
い
ざ

人
新
目

て努力いたしますのでどうぞよろしく。

アカデミーの体制も総会を機に一新い
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